
 

 

 

 

（事業の目的）

第１条 　老人保健施設はくれい（以下「施設」という。）で行う介護予防通所リハビリテーション（以下「介護予防通所

　状態にならないで、自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とします。

（事業の運営方針）

　努めます。

　的確な把握に努め、利用者の主体性に基づく適切なサービスを提供します。

３　施設では、明るく家庭的な雰囲気及び地域や家庭との結びつきを重視した運営を行います。

　努めます。

５　施設では、自らその提供する施設サービスの質の評価を行い、常にその改善に努めます。

（主な職種の勤務体制）

第３条　介護予防通所リハビリに従事する従業員の職種、員数及び職務内容は次のとおりです。

　管理者 　施設運営全般の管理

　医師 　利用者の診察及び適切な指導、必要な医療の措置

常 　理学療法士

　作業療法士

　言語聴覚士

　看護職員 　利用者の健康管理及び療養上のお世話

　介護職員

　（介護福祉士）

　支援相談員 　施設利用に関わる相談の受付と生活支援

勤 　献立、利用者の栄養管理及び栄養ケア・マネジメント等の実施

　事務職員 　通所リハビリ運転業務

　常勤職員計

非
常

　介護職員

　（介護福祉士）

常 　技能職員 　通所リハビリ運転業務

勤 　非常勤職員計

（営業日及び営業時間）

第４条　介護予防通所リハビリの営業日及び営業時間は、次のとおりです。

　（１）　営業日

　　

　  除きます

連休が長期に及ぶ場合は、上記に関わらず臨時的に営業を行う場合があります。

　（２）　営業時間

　　　　　 営業日の午前９時から午後５時までを営業時間とします。

（利用申込み及び利用決定）

第５条　施設では、利用者から利用申込みがあった場合は、この説明書に同意を得たうえで利用申込書等を提出

　いただき、医師の診察等により心身の状況、病歴等を把握し、入所等検討会議で決定します。利用申込者等

リハビリ」という。）の事業は、要支援状態と認定された利用者（以下単に「利用者」と いう。） に対し、介護保険

第２条 施設では、介護予防通所リハ ビリ計画に基づいて、利用者の自立の可能性を最大限に引き出せるよう

支援すること を基本と し 、利用者が居宅での生活を維持できるよう利用者の身体機能の維持向上の支援に

老人保健施設はくれい　介護予防通所リハビリテーション重要事項説明書

法令の趣旨に従って、利用者の心身の機能の維持改善や環境調整等を通じ て、利用者ができる限り要介護

４ 介護予防通所リハ ビリサービス提供にあた って は 、 懇切 丁寧 を旨 と し 、利 用者 又は その 家族 に対 し て

療養上必要な 事項について 、理解し やすいように説明を行うと と も に利 用者 の同 意を得て 実施 する よう

２ 介護予防通所リハ ビリの提供にあた って は、常に利用者の病状、心身状況及びその置かれている環境の

職　　務　　内　　容員　数職　　　種

　心身機能の維持、回復を図るためのリハ実施計画書の作成及び実施

※　常勤職員の勤務時間は8：30～17：30となっています。

毎週月曜日から金曜日までと します。ただし、国民の祝日及び年末年始（ 12月30日から１月3日）は

　管理栄養士

　利用者の日常生活上のお世話とレクリエーション指導

　利用者の日常生活上のお世話



 

 

 

 

　講じます。なお、通所リハビリの利用定員は24名（介護予防を含む）です。

（要支援認定等更新申請の援助）

　１か月前になされるよう、利用者に対し必要な援助を行います。

（地域包括支援センター及び居宅介護支援事業者との連携）

　及び居宅介護支援事業者に対する連携に努めます。

（利用者に関する市町村への通知等）

　します。

　　　　の程度を増進させたと認められるとき。

　（２）　偽り、その他不正の行為によって保険給付を受け、あるいは受けようとしたとき。

（介護予防通所リハビリ計画の作成等）

　記載した介護予防通所リハビリ計画を作成します。

　（１）　介護予防通所リハビリ計画の目標

　（２）　（１）の目標を達成するための具体的なサービスの内容

　（３）　その他の必要な事項

　計画の内容に沿って作成します。

　作成し、その内容について利用者またはその家族に対して説明します。

　状況及びその評価を記録します。

（管理者の責務）

　させるために必要な指揮命令を行うものとします。

　定め、また従業員の資質の向上のために、その研修の機会を確保するよう努めます。

（身体拘束の制限）

第１１条　施設では、原則として利用者に対し、身体拘束を行いません。但し、生命または身体を保護するために、

　理由を記録しておきます。

（介護予防通所リハビリサービスの概要）

第１２条　施設では、介護予防通所リハビリについて次のような内容でサービス提供を行っています。

　（１）予防介護保険給付サービス

 　栄養量及び内容の食事を提供し、食堂で召し上がっていただきます。

　　＊食事の提供時間は次のとおりです。

　　　　昼食 １２：００～１２：３０を標準とします。

食　　事

種　　類

緊急時やむを得ない場合は、検討会議の結果、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行うことが

あり ます。その場合には 、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急時やむを得なかった

第９条 介護予防通所リハビリ業務に従事する従業員は、利用者の心身の状況、病状、希望及びその置かれて

事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ て 、利用者の心身状況、その置かれて いる環境、その他

第６条 施設では、利用者の要支援認定等の更新申請が、遅くとも現在の要支援認定等の有効期間が終了する

第７条 介護予防通所リハ ビリの提供にあた って は 、利用者の地域 包括 支援 セン ター 又は 居宅 介護 支援

保健医療サービス又は 福祉サービスの利用状況 等の 把握 に努 めま す。 また 、介 護予 防通 所リ ハ ビ リの

提供の終了に際し て は 、利用者又はその家族に対し て適切な 指導を行うと ともに、地域包括支援センター

第８条 施設では 、利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付して その旨を市町村に通知

（１） 正当な理由がなく介護予防通所リハビリサービス利用に関する指示に従わな いことにより 要支援状態等

の病状等から施設でのサービス提供が困難と認めた場合は、適切と 考えられる病院等を紹介する等の措置を

３ 介護予防通所リハビリ業務に従事する従業員は 、それぞれの利用者に応じ た介護予防通所リハビリ計画を

第１０条 管理者は 、理学療法士、作業療法士又は介護予防通所リハビリ担当の看護師のうち から選任した

４ 介護予防通所リハ ビリ業務に従事する従業員は 、介護予防通所リハ ビリ計画に従った サ ービ スの 実施

利用者の食事は 、栄養面、利用者の身体状況、病状、嗜好など を考慮し 、適切な

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

２ 介護予防通所リハ ビリ計画の作成にあた って は 、すでに介護予防計画が作成されて いる場合は 、 当該

も の に 必 要 な 管 理 の代 行をさせ るこ と が でき 、管 理者 又は 管理 代行 者は 、従 業員 に運 営基 準を遵守

２ 施設では 、利用者に対し 適切な 介護予防通所リハ ビリサービスを提供できるよう、従業員の勤務体制を

いる環境並びに医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じ る等の適切な 方法により、次の各事項を



 

 

 

 

　援助を行います。またおむつを使用している利用者については、適切に交換を行います。

　　入浴は午前中に行います。

　身体状況に応じてリフト浴や寝たままで入浴できる機械浴の設備も整備しています。

　また身体状況により入浴が困難な場合には、清拭にて対応いたします。

　予防対策管理規程」を定め、健全な全身状態の維持を行います。

　助けるため、理学療法や作業療法など必要なリハビリテーションを行います。

　あるいは協力医療機関に責任をもって引き継ぎます。

　援助を行います。

　　なお相談については支援相談員が担当窓口となります。

　　（支援相談員）

　するために、様々なレクリエーションを企画実施いたします。

　　　〈趣味活動〉　書道、手工芸、カラオケほか

　　　〈年間行事〉　夏祭り、敬老会、誕生会、クリスマス会ほか

　家族の希望により施設が代行いたします。

（衛生管理）

　措置を講じ、医薬品及び医療用具の管理についても適正に行います。

　の衛生的な管理を行います。

３　栄養士、厨房職員は毎月健康検査を行い、定期的に鼠族等の駆除を行います。

４　施設内の感染対策については、「感染防止対策管理規程」を定め、適切な措置を講じます。

５　感染症の予防及びまん延の防止のための指針を作成します。

６　感染症の予防及びまん延の防止のための研修および訓練を実施します。

（非常災害対策）

第１４条　施設では、防火管理その他の災害防止について、消防計画等により万全を期すようにします。

　また、年に２回以上、消防訓練を実施します。

（通常の事業の実施地域）

第１５条　介護予防通所リハビリの通常の実施地域は、仙台市若林区とします。

（利用料）

第１６条　利用者にご負担していただく利用料は、別添料金表のとおりです。

　前月料金の請求書を毎月１５日まで発行し、所定の方法により交付します。

　利用者及び身元引受人は連携して、その月の月末まで納入されるようお願いします。

（利用者の守るべき規律）

第１７条　施設における利用者の守るべき規律は、次のとおりです。

　（１）　施設が定めた日課表に従って療養すること

　（２）　けんか、口論、暴力などの争いごとはしないこと

　（３）　喫煙は行わないこと。（施設内全面禁煙）

　（４）　発火のおそれのあるものは、施設に持ち込まないこと

　（５）　貴重品は、自分の責任で管理すること

　（６）　電気製品を使用するときは、施設の許可を受けること

　（７）　風紀、秩序を乱す行為をしないこと

　（８）　その他、施設職員の指導に従うこと

社会生活上

要支援認定等の申請な ど 、行政機関に手続きが必要な場合には、利用者やその

２ 食中毒及び伝染病（感染症）の発生を防止すると ともに蔓延することがないよう、水廻り 設備、厨房設備等

第１３条 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は 飲用に供する水について、衛生的な 管理と必要な

施設では利用者の心身の状況及び家庭環境を十分に踏まえて、日常生活の自立を

利用者の病状や心身の状態に応じ、適切な方法により 排泄の自立について必要な
排　　泄

利用者やその家族な ど からの相談には 、誠 意を持って 応 じ 、 可能 な 限 り 必 要な

施設では 必要な 教養娯楽設備を整えると と もに、利用者の生活を充実し たものと

の便宜

相談援助

入　　浴

褥瘡が発生し な いよう適切な 介護を行うと と もに、その発生を防止するた め「 褥瘡
褥瘡防止

リハビリテーション

医師や看護師を中心に利用者の健康管理に努め、緊急等必要な 場合には 、主治医
健康管理



 

 

 

 

(記録）

第１８条　利用者の介護予防通所リハビリサービスの提供に関する記録は、その記録を利用終了後、５年間は

　保管します。

（秘密の保持及び個人情報の保護）

第１９条　施設とその従業員は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者、支援センター利用者、支援事業利用者

　又はその家族等の秘密を漏らしません。また、退職後においても同様とします。

　情報提供を行うこととします。

　①　サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等

　②　居宅介護支援事業所等との連携

　③　利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知

　④　利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等

　⑤　生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合等）

３　前２項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。

４　個人情報の目的は、別紙３のとおりとします。

（苦情処理及び要望）

第２０条　利用者、身元引受人又は利用者の親族からの苦情等を受け付けるための窓口は、支援相談員です。

また、国保連合会及び仙台市介護事業支援課へ直接相談や苦情の申し出ができます。

・苦情担当責任者は渡辺忠行Tel（０２２）２８９－６３６３

・国保連合会Ｔｅｌ（０２２）２２２－７７００

・仙台市介護事業支援課居宅サービス指導係Ｔｅｌ（０２２）２１４－８１９２

　ついては、他の誰でも対応いたします。また、受け付けた相談や苦情については、必ず担当者に引き継ぎます。

　もできます。

３　施設は、苦情等を受け付けた場合には、苦情等の内容等を記録しておきます。

　必要な改善を行い、報告するものとします。

（関係機関及び地域との連携）

　密にし、地域との交流に努めます。

（賠償責任）

　その損害を賠償します。

　対して、その損害を賠償するものとします。

（緊急時/事故発生時の対応）

　施設は原則として身元引受人に連絡を行い、状況の説明を行います。

　　施設での対応が困難であると判断した場合には、他の専門的機関に診療等を依頼することがあります。

　　身元引受人に連絡がとれない場合には、施設の判断により他機関へ対応を委ねる場合があります。

例外と し て 次の各号については 、法令上、介護関係事業者が行うべき義務と して 明記されていることから、

その他、１階ホールに備えつけ られた「 ご意見箱」をご利用いただき、管理者に直接お申し出いた だくこと

第２１条 施設の運営にあた って は 、関係市町村、関係医療機関、近隣の介護老人保健施設等と の連携を

２ 苦情等があった場合には、迅速かつ適切に対応し ます。支援相談員が不在の場合には 、基本的な事項に

４ 施設は 、提供し た 介護予防通所リハ ビリサービスに関する利用者からの苦情に関し て 国保連合会及び

市 町 村 が 行 う 調査 に協 力す ると と も に、 国保 連合 会及 び市 町村 から 指導 又は 助言 を受 け た 場合 は 、

２ 利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則として、これに応じます。但し 、身元引受人又は

利 用 者 の 親 族 に 対 し て は 、 利 用 者 の 承 諾 そ の 他 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 に 限 り 、 こ れ に 応 じ ま す 。

第２３条 利用者が介護予防通所リハビリサービス利用中に、事故あるいは心身の状態が急変した 場合等には、

外部への情報提供について は 、必要に応じ て 利用者また はその代理人の了承を得ること とし ます。但し、

の個人情報について は、施設での介護サービスの提供にかかる以外の利用は原則的に行わな いものと し、

２ 利用者の個人情報保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイ ドラインに則り、施設が得た利用者

第２２条 施設では 、その責により利用者に対するサービスの提供により 賠償すべき事故が発生した 場合は、

利用者の責に帰すべき事由によって、施設が損害を被った場合、利用者及び身元引受人は連帯し て施設に



 

 

 

 

 　します。

３　前項の体制の確立のため、「介護・医療安全管理規程」を定め、安全管理の強化充実を図ります。

（協力医療機関及び協力歯科医療機関）

第２４条　施設では利用者の急変等に対応するため、協力医療機関及び協力歯科医療機関を定めています。

　　　協力医療機関　　　：仙台医療センター、仙台市立病院、東北公済病院

　　　協力歯科医療機関：はぎわら歯科医院

第２５条　事業継続計画の策定等について

   　（1） 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護保健施設サービスの提供を継続的に

  　       実施するための、及び非常時の体制で早期の事業再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、

        　 当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。

   　 (2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。

   　 (3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

第２６条　高齢者虐待防止について

      　  当施設は、利用者の人権擁護・虐待の防止等のために次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

   　 (1) 虐待防止に関する責任者を選定しています。

   　 (2) 成年後見制度の利用を支援します。

  　  (3) 従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利擁護に

     　   取り組める環境の整備に努めます。

 　   (4) 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を

        　 図っています。

  　  (5) 虐待防止のための指針の整備をしています。

  　  (6) 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。

   　 (7) サービス提供中に、当該施設従業者又は擁護者（現に擁護している家族・親戚・同居人等）による

     　   虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。

第２７条　サービスの第三者評価の実施状況について

　　　　第三者評価の実施状況　　　　　無し

２ 事故発生時には 、関係市町村へ報告するとと もに、事故内容についての記録を行い、事故発生に至った

 虐待防止に関する責任者 施設長・黒澤大陸

経緯やその原因を検証し、再発防止策の検討及びその防止策について従業員への周知徹底を図ることと



 

 

 

　介護予防通所リハビリサービスの提供にあたり、利用者に重要事項をこの説明書に基づき説明しました。

　　　　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　老人保健施設はくれい

　　　（説明者）　　　　職　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　私は、介護予防通所リハビリサービスの利用に関し、この説明書に基づき説明を受け、同意しました。

　　　　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　

　　　（利用者）　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（署名代行者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

指定事業所番号：０４５５３８００１４
特定医療法人白嶺会　老人保健施設はくれい　施設長　黒澤　大陸
〒984-0835　仙台市若林区今泉字鹿子穴６２番地
Tel（０２２）２８９－６３６３　　　Ｆａｘ（０２２）２８９－６２８８



（別紙３） 

ご利用者様の個人情報の保護についてのお知らせ 

 

 当施設では、ご利用者様に安心して介護サービスを受けていただくため

に、ご利用者様の立場に立った介護サービスをご提供するとともに、ご利

用者様の個人情報の取り扱いにも、万全の体制で取り組んでいます。 

 

個人情報の利用目的について 

 当施設では、ご利用者様の個人情報を別記の目的で利用させていただく

ことがございます。これら以外の目的で利用させていただく必要が生じた

場合には、改めてご利用者様から同意をいただくことにしております。 

 

個人情報の確認・訂正・利用停止について 

 当施設では、ご利用者様の個人情報の確認・訂正・利用停止につきまし

ても「個人情報の保護に関する法律」の規定にしたがって進めております。 

 

 手続きの詳細のほか、ご不明な点につきましては、窓口までお気軽にお

たずねください。 

 

                  老人保健施設はくれい 施設長 

 

 

 

 

 



別 記 

当施設におけるご利用者様の個人情報の利用目的 

 

１．施設内での利用 

①介護サービスのご利用者等に提供する介護サービス 

②介護保険事務 

③介護サービスのご利用者に係る管理運営業務のうち、 

 －入退所等の管理 

 －会計・経理 

 －事故等の報告 

 －当該ご利用者の介護サービスの向上 

 

２．他の事業者等への情報提供としての利用 

① ご利用者等に提供する介護サービスのうち、 

－居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護
支援事業所等との連携（サービス担当者会議等） 

－他の機関等からの照会への回答 

－その他の業務委託 

－家族等への心身の状況説明 

② 介護保険事務のうち、 

－審査支払機関へのレセプトの提出 

－審査支払機関または保険者からの照会への回答 

③ ご利用者等への医療保険事務に関する利用 

④ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談または届出等 

 

３．その他の利用 

① 介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

② 当該施設等において行われる学生の実習への協力 

③ 外部監査機関への情報提供 

④ 施設内、ホームページ、広報誌等への名前・写真・作品などの  
掲示、掲載や面会者への対応 

 

＊上記のうち、他のサービス事業所等への情報提供について同意しがたい
事項がある場合には、その旨を担当窓口までお申し出ください。 

＊お申し出がないものについては、同意していただけたものとして取り 
扱わせていただきます。 

＊これらのお申し出は、後からいつでも撤回、変更等することができます。 
 

 

 

 



別表２の１ 

老人保健施設はくれい料金表（１）                            R6.6.1～ 

区    分 単位 入所者 短期入所者 通所者 

基本料 １ サービス費の負担額 １日 所定のサービス費の１割、２割または３割相当額 

利用料 

２ 食費（おやつ代含む） １日 １，６００円 １， ６００円 

（朝 430 円,昼 640 円,夕 530円） 

６４０円 

３ 居住費（滞在費） 
従来型個室 １日 ２，０００円 － 

多 床 室 １日 ４６０円 － 

４ 日用品費  実 費 

５ 教養娯楽費  実 費 

６ 尿取りパット １枚 － 50円または 100円 

７ おむつ代（紙） １枚 － １５０円 

８ 特別な室料（個室の追加費用） １日 １，０００円 ＋ 消費税 － 

９ 電気設備使用料 １日    ５０円 ＋ 消費税 － 

10 携帯電話使用料 

   （入退所月） 

１月 

１日 

１，５００円 ＋ 消費税 

   ５０円 ＋ 消費税 

－ 

－ 

11 予防接種料 １回 実 費 － － 

12 家族食費 １食 朝 430円、昼 590円、夕 530円 － 

その他 

13 入所証明書代 １通 １，０００円 ＋ 消費税 － 

14 診断書代 1通   ５，０００円～１５，０００  

        ＋ 消費税 

－ 

 

○ 食費・居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている 

食費・居住費の負担限度額が１日にお支払いいただく食費・居住費の上限となります。 

また、食費・居住費において、国が定める負担限度額段階（第１段階から第３段階まで） 

の利用者の自己負担額については、《別添資料１》をご覧ください。 

○ 入所者が選定する特別な室料は、個室のご利用を希望される場合にお支払いいただきます。

個室占有面積は、約１８㎡あり、洗面設備、トイレが備わってあります。なお、個室を    ご

利用の場合、外泊時にも室料をいただくことになります。 

○ 個人購読の新聞、雑誌代、電話料、私物洗濯代（6,600円～）、理髪料（2,500円）等は 

個人負担となります。 

○ 入所者の方が、外泊時におむつが必要な場合は、上記通所者の料金表に従ってお支払い い

ただきます。 

○ 日用品費は、利用者の希望により施設が提供する個人用の日用品等の料金です。 



○ 教養娯楽費は、利用者の希望により行う、趣味活動や行事における材料費等の料金です。 

○ 予防接種料は、国の基準額をもとに、個人負担となります。 

○ 介護保険制度には、高額介護サービス費などの制度がありますので、お気軽にご相談  

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２の２ 

老人保健施設はくれい 介護予防料金表（２） 

※ 仙台市の場合、１単位１０．３３円での計算となります。 

【介護予防通所リハビリ基本料金】                        Ｒ6.6.1～ 

 要支援１ 要支援２ 

基本サービス費 （１月）     ２３，４２８円     ４３，６７５円 

１割自己負担額 （１月）      ２，３４３円      ４，３６８円 

２割自己負担額 （１月） ４，６８６円 ８，７３５円 

３割自己負担額 （１月） ７，０２９円 １３，１０３円 

日額自己負担額 （１日）     食費 ６４０円     食費 ６４０円 

※月額は自己負担額＋（食費×日数） 

 

【介護予防通所リハビリ加算料金等】 

 サービス費 １割自己負担 ２割自己負担 ３割自己負担 

栄養アセスメント加算   （１月） ５１６円  ５２円 １０４円 １５５円 

栄養改善加算      （１月） ２，０６６円 ２０７円 ４１４円 ６２０円 

口腔機能向上加算（Ⅰ）  （１月） １，５４９円 １５５円 ３１０円 ４６５円 

口腔機能向上加算（Ⅱ）  （１月） １，６５２円 １６６円 ３３１円 ４９６円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援１       

９０９円 

    

 ９１円 

 

１８２円 

 

２７３円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援２ 

１，８１８円 

 

１８２円 

 

３６４円 

 

５４６円 

科学的介護推進体制加算   （１月） ４１３円  ４２円  ８３円 １２４円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 所定サービス費の８６／１０００加算 

予防通所リハビリ 12月超減算 11 －１，２３９円 －１２４円 －２４８円 －３７２円 

予防通所リハビリ 12月超減算 12 －２，４７９円 －２４８円 －４９６円 －７４４円 

若年性認知症利用者受入加算 ２，４７９円 ２４８円 ４９６円 ７４４円 

一体的サービス提供加算   （１月） ４，９５８円 ４９６円 ９２２円 １，４８８円 

 

【教養娯楽関係】 

趣 味 活 動 名 月間実施回数 単  価 月  額 

カレンダー制作     １～５    １００円    １００円 

書道 ２ １５０円 ３００円 

園芸 / 生花 １ ５００円 ５００円 

絵画 / ぬり絵 / スタンプ画 ２ ２００円 ４００円 

手工芸 / 料理教室 / 民謡教室 ４ ２００円 ８００円 

貼り絵 / 折り紙 ２ ２００円 ４００円 

ビデオ鑑賞 １ １００円 １００円 

歌 / カラオケ ４     ５０円 ２００円 

外出レク 随時 100円／回 － 

調理レク 随時 実費 － 

※実施回数は、行事等の関係で変更となる場合があります。 


